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北海道原子力災害対策事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 北海道原子力災害対策事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付については、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、特別会計に関する法律（平

成１９年法律第２３号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令

第２５５号）、特別会計に関する法律施行令（平成１９年政令第１２４号）、原子力発電施設等緊急

時安全対策交付金交付規則（昭和５５年科学技術庁・通商産業省告示第３号）、原子力災害対策事業

費補助金交付要綱（放射線防護対策等事業）（平成２７年２月１０日府政原防第２４号）、原子力発

電施設等緊急時安全対策交付金運用の手引き及び北海道補助金等交付規則（昭和４７年北海道規則第

３４号）の定めによるほか、この要綱に定めるところによる。 

 

 （交付の目的） 

第２条 この補助金は、原子力災害対策指針（平成２４年１０月３１日原子力規制委員会決定。以下 「指

針」という。）に定める施設敷地緊急事態又は全面緊急事態に備え、病院や介護施設等に在所してい

る等により早期の避難が困難である住民等（以下「要配慮者等」という。）が一時的に退避する施設

等の放射線防護対策並びに施設敷地緊急事態、全面緊急事態が発生した場合に地理的条件等により孤

立するおそれのある災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「災対法」という。）第４９

条の７に掲げる避難所（以下「指定避難所」という。）への備蓄物資の追加整備に要する経費を補助

することによって、原子力防災対策の一層の充実・強化を図ることを目的とする。 

 

 （定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該号に定めるところによる。 

 (1)  屋内退避施設 要配慮者等が施設敷地緊急事態又は全面緊急事態に屋内退避を行う施設 

 (2)  現地災害対策拠点施設  施設敷地緊急事態又は全面緊急事態において、市町村が応急の対策を実

施する施設 

 (3) 指定避難所  災対法第４９条の７に基づき市町村長が指定する指定避難所（指定一般避難所及び

指定福祉避難所をいう。） 

 

 （交付対象及び補助率等） 

第４条  北海道知事（以下「知事」という。）は、指針に定める原子力災害対策重点区域内に所在する

屋内退避施設又は指定避難所を所有する市町村及び民間団体並びに現地災害対策拠点施設を所有す

る市町村（以下「市町村等」という。）が、次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）の実施に

要する経費を補助するものとし、予算の範囲内で補助金を交付する。 

  (1)  原子力発電施設の周囲概ね５キロメートルから１０キロメートルの区域内に所在する、屋内退 

   避施設に対する放射線防護対策の強化に係る事業 

  (2)  原子力発電施設の周囲概ね１０キロメートルの区域内に所在する、現地災害対策拠点施設に対 

   する放射線防護対策の強化に係る事業 

  (3) 原子力発電施設の周囲概ね３０キロメートルの区域内で、地理的条件により災害が発生した場 

   合において住民が孤立するおそれのある地域に所在する屋内退避施設に対する放射線防護対策  

  の強化に係る事業 
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  (4)  原子力発電施設の周囲概ね３０キロメートルの区域内に所在する放射線防護対策の強化を行っ

た又は行う施設（第２号を除く。）において、屋内退避の実施に必要となる資機材の整備及び物資

の備蓄に係る事業 

 (5)  緊急事態応急対策等拠点施設が使用できない場合にこれを代替することができる施設の拠点施

設としての機能の強化に係る事業 

 (6) 原子力発電施設の周囲概ね３０キロメートルの区域内で、地理的条件により災害が発生した場合

において住民が孤立するおそれのある地域に所在する指定避難所に対する屋内退避の実施に必要

となる物資の追加備蓄に係る事業 

  (7) 原子力発電施設の周囲概ね３０キロメートルの区域内に所在する放射線防護対策の強化に係る

事業を実施した施設及び第５号に該当する事業を実施した施設において、事業の効果を維持する上

で必要となる施設の点検、修繕等に係る事業 

  (8)  その他知事が必要と認める放射線防護対策の強化に係る事業 

２  補助事業のうち、前項第１号から第３号及び第８号に該当する事業を実施する施設は、次に掲げる

いずれの要件も満たすものとする。 

  (1)  昭和５６年６月１日以降に建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に定める基準に適合して建

築されたもの又は耐震診断により当該基準と同等以上の耐震性能が認められたものであること。 

  (2)  施設の立地する地域が津波等による浸水被害を受ける可能性が低いこと又は施設の上層階など

津波等による浸水被害を受ける可能性が低いこと。ただし、これらの要件を満たさない場合には、

必要な対策を講じていること。 

 (3) 原則として、災害対策基本法施行令（昭和３７年政令第２８８号）第２０条の３第２号の規定 

   に照らし、人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがないと認められる土地の区域に立地すること。 

ただし、当該区域外に立地する場合には、必要な対策を講じていること。 

  (4)  鉄筋コンクリート構造、鉄骨構造のコンクリート壁又はコンクリート壁相当の放射線遮蔽が可  

     能な構造の施設であること。 

  (5)  放射線防護に必要な気密性が確保できる構造の施設であること。 

(6) 当該施設が屋内退避施設である場合にあっては、施設の管理者が当該施設の利用者に係る緊急

時の対応計画及び平時において実施する放射線防護設備の使用方法等に関する訓練計画について

作成していること又は作成する予定であること。 

３  設置する放射線防護設備については、次に掲げるいずれの要件も満たすものとする。 

  (1)  放射線防護設備は、地震や津波等の想定する自然災害の発災後も使用できる耐性を持つもので  

     あること。 

  (2)  放射線防護設備による放射性物質の除去率が、９９．５パーセント以上のものであること。 

  (3)  放射線防護設備のうち機能低下するフィルター等の設備については、機能低下を防ぐため、密封

する等により平時において容易に機能が低下しないための適切な維持管理を行うこと。 

４  補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の区分及び補助率は、別表のとおりとす

る。 
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 （交付の申請） 

第５条 市町村等は、補助金の交付を受けようとするときは、知事に対し、交付申請書を提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の補助金の交付の申請に必要な書類は次のとおりとする。 

 (1)  補助金等交付申請書（別記第１号様式） 

  (2)  事業計画書（別記第２号様式）（第４条第１項第７号に規定する事業の場合） 

 (3)  事業計画書（別記第３号様式）（第４条第１項第１号から第６号及び第８号に規定する事業の場

合） 

 (4) 補助金等交付申請額算出調書（別記第４号様式） 

 (5) 経費の配分調書（別記第５号様式） 

 (6) 事業予算書（別記第６号様式） 

  (7) 資金収支計画書（別記第７号様式）（申請者が市町村である場合又は補助事業等の内容が建設工 

事の場合を除く。） 

(8) 電子交付申出書兼メールアドレス確認書（別記第８号様式）（道からの補助金の交付を申請し

ようとする者に対して行われる通知等について、電子交付（通知等の内容を記録した電磁的記録

に、電子署名を行い、補助金の交付を申請しようとする者がクラウド上で受領できる交付方法）

を希望する場合に、提出すること。） 

２ 補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。 

(1) 提出期限 別途指示する 

(2) 提出先  北海道総務部危機対策局原子力安全対策課 

３ 民間団体は、前第１項の補助金の交付の申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法

（昭 和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額

と、当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する消費税率を乗じて得た額を合計し

た金額に補助率等を乗じて得た額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付

申請しなければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについ

ては、この限りではない。 

 

（交付の決定） 

第６条 知事は、前条の規定による申請書の提出があった場合には、当該申請書の内容を審査し、補助

金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定を行い、市町村等に通知するもの

とする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第７条 知事は補助金の交付の申請があったときは、その内容を精査し、適当と認めたときは速やかに

交付の決定を行い、別記第９号様式により、市町村等に交付の決定の内容及び交付の条件を通知する

ものとする。 
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（申請の取下げ） 

第８条 市町村等は、前条第１項の規定による補助金の交付の決定の通知を受けた場合において、当該

通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、当該申請を取り下げよ

うとするときは、当該通知を受けた日から１０日以内に別記第１０号様式による補助金等交付申請取

下書をもって知事に申し出なければならない。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったも

のとみなす。 

 

（補助事業の変更） 

第９条 市町村等は、補助事業の内容の変更をしようとするときは、補助事業等変更承認申請書（別記

第１１号様式）に第５条第２項に掲げる書類を添付の上、あらかじめ知事の承認を受けなければなら

ない。ただし、次のいずれかに該当するときはこの限りでない。  

(1) 区分ごとの配分額のうちいずれか低い額の１５パーセント以内の範囲内で変更する場合 

（2）補助目的に変更をもたらすものではなく、より能率的な補助目的達成に資するものと考えられる

場合 

(3) 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときには、あらかじめ知事に補助

事業等中止（廃止）承認申請書（別記第１２号様式）を提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（補助事業の執行の遅延又は不能） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が期限までに完了しないとき又はその遂行が困難となったときは、

速やかに知事に補助事業等執行遅延（不能）報告書（別記第１３号様式）を提出し、その指示を受け

なければならない。 

 

 （状況の報告） 

第１２条 知事は、補助事業等の円滑適正な執行を図るために必要があると認めるときは、補助事業者

に対して当該補助事業の遂行の状況に関し、報告を求め、又は当該職員に調査をさせることができる。 

 

 （工事完成届等） 

第１３条 補助事業者は、補助事業に係る建設工事が完了したときは、速やかに別記第１４号様式によ

る補助事業等に係る工事完成届を知事に提出するものとする。 

２ 知事は前項の規定による工事完成届を受理したときは、当該建設工事について検査を行うものと   

する。 
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 （実績の報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（当該事業の廃止の承認を受けた場合を含む。）は、

補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認を受けた場合は、その承認の通知を受けた日）から起算

して１５日を経過した日又は別に指示する日のいずれか早い日までに、別記第１５号様式による補助

事業等実績報告書に、次に掲げる書類を添付の上、知事に提出しなければならない。 

   (1) 事業実績書（別記第１６号様式）（第４条第１項第７号に規定する事業の場合） 

  (2) 事業実績書（別記第１７号様式）（第４条第１項第１号から第６号及び第８号に規定する事業

の場合） 

  (3) 補助金等精算書（別記第１８号様式） 

  (4) 事業精算書（別記第１９号様式） 

２ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除

税額があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなければなら

ない。  

３ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告によりこの

補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別記第２０号様式によりその金額（実績報

告において、２により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やか

に知事に報告するとともに、当該金額を返還しなければならない。 

また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であっても、

その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月 30 日までに知事に報告するとともに、

補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やかに知事に報告し、当該金額を返還しなければな

らない。 

 

 （補助金の額の確定等） 

第１５条 知事は、前条の規定による報告書を受理したときは、当該報告に係る書類の審査及び必要に

応じて現地調査を行い、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付し

た条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとす

る。 

 

（補助金の支払） 

第１６条 知事は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に補助金を支払うものとす 

る。ただし、必要があると認められる場合には、概算払をすることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により概算払で補助金の支払を受けようとするときは、別記第２１号様

式による補助金等概算払申請書に最新の資金収支計画書を添えて知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業の経理等） 

第１７条 補助事業者は、補助金事業の経理について補助金事業以外の経理と明確に区分し、その収支

の状況を会計帳簿によって明らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類を補

助金事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかなければならない。 

  ただし、処分を制限された取得財産がある場合で当該制限された期間が帳簿及び書類を保存すべき

期間を超えるときは、当該財産の処分を制限された期間保存されなければならない。 

 

 



 - 6 - 

（財産の管理等） 

第１８条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければなら

ない。 

 

（財産の処分の制限） 

第１９条 補助事業者は、補助金事業により取得した設備その他の財産（取得価格及び効用の増加価格

が単価５０万円未満のものを除く。）を補助金の交付の目的に反して使用し、譲り渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供しようとするときは、別記第２２号様式による財産処分承認申請書を知事に提

出し、その承認を受けなければならない。ただし、知事が別に定める財産の処分の制限期間を経過し

た場合は、この限りではない。 

 

（電子メールによる申請等） 

第２０条 補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知につい

ては、当該申請等に係る書類の電磁的記録を別に指定する電子メールアドレスに電子メールを送信す

る方法により行うことができる。 

 

附 則 

  この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

  この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２８年１２月２８日から施行する。 

この要綱は、平成３１年３月２６日から施行する。 

この要綱は、令和２年３月２４日から施行する。 

この要綱は、令和７年３月３１日から施行する。 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 
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  別表 

補助対象経費の区分 補助対象経費の説明 補助率 

一 放射線防護対策事業費 

ア 調査設計費 

イ 土木・建築工事費 

ウ 施工監理費 

１０／１０以内 

二 資機材整備及び物資備蓄事業費 

ア 資機材 

イ 水、非常食等 

ウ 生活物資 

１０／１０以内 

三 指定避難所備蓄物資追加備蓄事業費 

ア 資機材 

イ 水、非常食等 

ウ 生活物資 

１０／１０以内 

四 上記一から三に係る管理費 

ア 職員旅費 

イ 会議用会場借上費 

ウ 会議費 

エ その他 

１０／１０以内 

 


